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１．総論

住生活基本法 ････････････････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ２

重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３

我が国における住宅別のストックシェア及び一戸当たり平均床面積 ・・・・・・・・ Ｐ４
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住生活基本法
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１．目的

国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策について、基本理念を定め、及び国等の責務を明らかにするとともに、住生活基本

計画その他の基本となる事項を定めることにより、当該施策を総合的かつ計画的に推進し、もって国民生活の安定向上と社会福祉の増進を

図るとともに、国民経済の健全な発展に寄与すること

２．基本理念

住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策の推進に関する基本理念として以下を規定。

・民間事業者の能力の活用

・既存の住宅の有効活用

・低額所得者、高齢者、子どもを育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保 等

３．責務等

上記施策の推進に関する基本理念にのっとった国及び地方公共団体並びに住宅関連事業者の責務等を規定。

４．基本的施策

国及び地方公共団体が実施する住生活の安定の確保及び向上の促進のために必要な施策として以下を規定。

・住宅の管理の合理化又は適正化のための必要な措置の実施

・住宅の供給等に係る適正な取引の確保及び住宅の流通の円滑化のための環境の整備のために必要な施策の実施

・高齢者向けの賃貸住宅及び子どもを育成する家庭向けの賃貸住宅の供給の促進 等

５．住生活基本計画

① 上記施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、政府は全国計画を、都道府県は全国計画に即して都道府県計画を策定

② 国土交通大臣は、行政機関が行う政策の評価に関する法律の基本計画に定める政策として、全国計画を策定

６．施行期日等

成 立 ： 平成１８年６月２日 公布・施行 ： 平成１８年６月８日



重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの構築

・真に住宅に困窮する
低額所得者に対し、
より公平かつ的確に
供給する方向で検討

その他
民間賃貸住宅

・公営住宅制度を補完する観点から
入居者負担を軽減するための
助成を検討
・賃貸住宅の質の向上のための
助成を検討

・住宅弱者（高齢者、障害者、
外国人、子育て世帯等）が
入居可能な賃貸住宅を登録し、
物件情報等を提供することを検討
・貸主のリスク軽減（家賃債務保証
制度の用意、ＮＰＯ等と連携した
居住支援サービスの提供等）
を検討

特定優良賃貸住宅
高齢者向け優良賃貸住宅
機構賃貸住宅 等

登録住宅のうち
管理･性能が
一定以上のもの

・特定優良賃貸住宅、高齢者向け
優良賃貸住宅の制度再編を検討
・ストック相互間の柔軟な利活用
や転用を検討

公営住宅

入居限定のない民間賃貸住宅
（登録住宅［仮称］）その他公的賃貸住宅
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我が国における住宅別のストックシェア及び一戸当たり平均床面積

２１８万戸

(戸建て） （共同建て） （給与住宅）（公営）（公団・公社） （民営借家）

ストックシェア

132.9㎡

全体平均
94.9㎡

71.0㎡ 53.6㎡ 51.6㎡ 49.0㎡

44.3㎡
戸建て

共同建て

給与住宅

公営の借家
民営借家

公団・公社の借家

住宅総数に
占める割合

52% 8% 3% 5% 2% 27%

㎡

持家 ２，８６７万戸 借家 １，７１７万戸

１４９万戸 ９４万戸 １，２５６万戸

注）数値に空家は含まない。
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持家：借家 ＝ ６：４

資料：総務省「住宅・土地統計調査（平成１５年）」



公的賃貸住宅のストック数 ・・・・・・・・・･･･････・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ６

公的賃貸住宅制度の沿革 ････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ７

公的賃貸住宅の制度比較 ・・・・・・・･･･････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ８

公的賃貸住宅の施策対象 ・・・・・・・･･･････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ９

公営住宅の入居世帯の収入別構成 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１０

特定優良賃貸住宅 ・・・・・･････････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１１

高齢者向け優良賃貸住宅 ・・・・・・･･･････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ１９

都市再生機構賃貸住宅 ・・・・・・・・･････････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ２４

地方住宅供給公社賃貸住宅 ･････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３０

改良住宅 ・・・・・・・･････････････････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３１

公的賃貸住宅ストックの相互活用に関する現行制度 ・・・・・・・・・・・ Ｐ３４

公的賃貸住宅の活用事例 ・・・･････・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ３５

-5-

２．公的賃貸住宅のセーフティネット機能の向上について
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▽合計 約343万戸
▽賃貸住宅全体（約1,717万戸）の約２割

（万戸）

219.0

13.7
1.915.9

75.3

（注１） 調査時点は平成16年度末。

（注２） 賃貸住宅全体の戸数（約1,717万戸）は、平成１５年住宅・土地統計調査による（数値に空家は含まない）。

（注３） 対象住宅は以下の通り。

①公営 ：公営住宅（災害公営住宅、特定借上・買取賃貸住宅を含む）

②特優賃 ：特定優良賃貸住宅、特定公共賃貸住宅、準特定優良賃貸住宅、地域特別賃貸住宅

③高優賃 ：高齢者向け優良賃貸住宅

④改良住宅等 ：住宅地区改良事業、小集落地区改良事業、小規模住宅地区改良事業、改良住宅等建替事業により整備された住宅

⑤住市総等 ：住宅市街地総合整備事業、密集住宅市街地整備促進事業、再開発住宅建設事業により整備された住宅

⑥機構住宅 ：都市再生機構が供給する賃貸住宅

⑦公社住宅 ：地方住宅供給公社が供給する賃貸住宅

（注４） 都市再生機構が供給する高優賃（1.4万戸）は、機構住宅に含まず、高優賃としてカウント。

（注５） 地方住宅供給公社が供給する特優賃・高優賃（7.5万戸）は、公社住宅に含まず、特優賃・高優賃としてカウント。

公的賃貸住宅のストック数

15.6 1.5

資料：国土交通省調べ
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特優賃法の制定

高齢者居住法の制定

・中堅所得者層を主な対象とした良質な賃貸住宅（特定優良賃貸住宅）の供給を促進

・高齢者が安心して居住できるよう市場環境整備を推
進（高齢者向け優良賃貸住宅制度、入居を拒否しない
住宅の登録制度、終身建物賃貸借制度の創設）

（Ｈ１３）

（Ｈ５）

・新規供給は原則廃止
・民間賃貸住宅の供給支援
・新規ニュータウン事業

から撤退

・分譲住宅から撤退・宅地開発公団と統合

日本住宅公団 住宅・都市整備公団 都市基盤整備公団 都市再生機構

（Ｓ５６） （Ｈ１１） （Ｈ１６）（Ｓ３０）

【大都市地域における不燃住宅の
集団的建設と大規模宅地開発】

（Ｓ４０）

【積立分譲制度等による中堅勤労者向け住宅の供給】

地方住宅供給公社

公営住宅法の制定 公営住宅法の改正 公営住宅法の改正

・低額所得者を対象とした公営住宅の
供給を恒久的な施策として確立

・入居者資格の拡大（高齢者、身体障害
者、生活保護被保護者等の単身入居が
可能に。）

・地方公共団体の直接建設に加え、民間住宅の買取り・借上げ
方式を追加

・公営住宅のグループホーム等としての使用を可能に。
・きめ細やかな応能応益家賃制度の導入

（Ｓ２６） （Ｈ８）（Ｓ５５）

１種 82％
２種 48％

１種 33％
２種 16％

収入分位カバー率（Ｓ26） 収入分位カバー率（Ｈ8） ⇒25％

注）収入分位カバー率：公営住宅の入居対象階層が、所得水準
の低い方から見て全国民の何％を対象としているかを表すもの

Ｓ２０ Ｓ５０ Ｈ１２ Ｈ１７“住宅難の解消” “量の確保から質の向上へ” “市場機能・ストック重視へ”

5,389
（Ｈ１５）

4,716

（Ｓ３３）
1,793万戸

1,865万世帯

（Ｓ５３）
3,545
3,284

（Ｓ６３）
4,201
3,781

（Ｈ１０）
5,025
4,436

（Ｓ４３）

2,532
2,559

戦災・引揚者等による
約420万戸の住宅不足

全国で住宅総数が
世帯総数を上回る

全都道府県で住宅総数
が世帯総数を上回る

最低居住水準未満世
帯が1割を下回る

全国の世帯の約半分が誘導
居住水準を達成

（Ｓ４８）

2,965
3,106

公的賃貸住宅制度の沿革
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―

○近傍同種家賃と
均衡を失しないこと

○収入制限なし

同居親族を要しな
い

○独立行政法人都
市再生機構が建設、
管理

主にファミリー世帯
に対して良好な居
住環境を備えた賃
貸住宅を供給

都市再生都市再生機構機構賃貸賃貸

住宅住宅
（独立行政法人都
市再生機構法 平
成15年）

―

○近傍同種家賃と
均衡を失しないこと

○収入制限なし

同居親族を要しな
い

○地方住宅 供給
公社が建設、 管理

勤労者に対して良
好な居住環境の住
宅を供給

地方住宅供給公社地方住宅供給公社

賃貸賃貸住宅住宅
（地方住宅供給公
社法 昭和40年）

【建設費】

・建設、買取り：

全体工事費 等

○建設費補助を受けた
場合は、建設費、土地取
得費等を基準に算定し
た限度額家賃以下

○収入制限なし（空家に
なった場合、原則階層が
収入分位0～12.5％、高
齢者等に係る裁量階層
が12.5～20％）

同居親族を要しない

○地方公共団体が建設、
管理 等

住宅地区改良事業の実
施に伴い、住宅を失う従
前居住者用の住宅を供
給

改良住宅

（住宅地区改良法 昭和
３５年）

○近傍同種家賃と均衡を失しないこと

○建設費補助を受けた場合は、建設費、
土地取得費等を基準に算定した限度額
家賃以下

○近傍同種家賃と均衡を失しないこと

○建設費補助を受けた場合は、建設費、
土地取得費等を基準に算定した限度額
家賃以下

【応能応益家賃】

○家賃算定基礎額×市町村立地係数
×規模係数×経過年数係数×利便性
係数

○上限は近傍同種家賃

家賃設定

収入
要件

同居
親族
要件

高齢者（６０歳以上）単身世帯、高齢者夫
婦世帯

原則同居親族を要する原則同居親族を要する
入

居

者

資

格

○収入制限なし【原則階層】

○収入分位25～50％

【裁量階層】

○収入分位0～25、50～80％（４人世帯
年収約510万円以下、約690～1060万円）

【原則階層】

○収入分位0～25％

【高齢者等に係る裁量階層】

○収入分位25～40％（４人世帯年収約
510～610万円）

【建設費】

・公共団体建設：全体工事費

・民間建設：共同施設整備費 等

【家賃】

収入分位２５％（公共団体の裁量によ
り４０％）以下の高齢者世帯を対象として、
対象世帯数に４万円を乗じた額

【建設費】

・公共団体建設：全体工事費

・民間建設：共同施設整備費 等

【家賃】

収入分位４０％以下の子育て世帯等を
対象として、対象世帯数に４万円を乗じた
額

【建設費】

・建設、買取り：全体工事費

・借上げ：共同施設整備費 等

【家賃】

近傍同種家賃と入居者負担基準額の
差額

財政支援措
置

地域住宅交
付金の基幹
事業として交
付金算定対
象事業費に
参入

○民間が建設、管理

○地方公共団体が建設、管理 等

○民間が建設、管理

○地方公共団体が建設、管理 等

○地方公共団体が建設、管理

○地方公共団体が民間住宅を買取り
又は借上げ、管理

供給方式

高齢者の単身・夫婦世帯に対して優良な
賃貸住宅を供給

中堅所得者に対して優良な賃貸住宅を
供給

※中堅所得者－原則収入分位25～50%
（４人世帯年収約510～690万円）

住宅に困窮する低額所得者に対して低
廉な家賃の賃貸住宅を供給

※低額所得者－原則収入分位25％以
下 （４人世帯年収約510万円以下）

目的

高齢者向け優良賃貸住宅高齢者向け優良賃貸住宅

（高齢者の居住の安定確保に関する法律
平成13年）

特定優良賃貸住宅特定優良賃貸住宅
（特定優良賃貸住宅の供給の促進に関
する法律 平成５年）

公営住宅公営住宅

（公営住宅法 昭和26年）

公的賃貸住宅の制度比較
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機
構
・公
社
住
宅

（注１） 高齢者等を対象に事業主体の裁量により設定可能。

（注２） 知事等の裁量により設定可能。

（注３） 所得の上昇が見込まれる者を対象に知事等の裁量により設定可能。

（注４） 平成18年度以降に管理開始される住宅について適用。特優賃は子育て世帯等が対象。

（注５） 改良住宅において従前入居者が退去して空家になった場合、収入分位12.5％以下（事業主体の

裁量により20％まで引上げ可）の者を入居対象として、公営住宅に準じ、入居者を公募。

８０％

５０％

４０％

２５％

公的賃貸住宅の施策対象

改
良
住
宅

（注１）

高
優
賃

（注３）

（注２）
：本来階層

：裁量階層

：家賃低廉化助成の
対象（ただし注４を
参照）

公
営

特
優
賃

収入による入居要件なし（注５）

収入分位
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収入未申告

月収39.7万超（収入分位60%超）

月収39.7万以下（収入分位60%以下）

月収32.2万以下（収入分位50%以下）

月収26.8万以下（収入分位40%以下）

月収23.8万以下（収入分位32.5%以下）

月収20万以下（収入分位25%以下）

月収17.8万以下（収入分位20%以下）

月収15.3万以下（収入分位15%以下）

月収12.3万以下（収入分位10%以下）

土交通省作成

公営住宅の入居世帯の収入別構成

公営住宅の入居世帯の
収入別構成の推移

平成16年度新規入居

世帯の収入別構成

（年度） （年度）

出典：国土交通省資料
（平成16年度末時点） -10-



特定優良賃貸住宅①

○収入分位：25～50％（原則）

0～25％、50～80％（知事等の裁量）

＜参考＞ ４人標準世帯収入

25％：約510万円, 50％：約690万円,
80％：約1,060万円

○原則同居親族のある者

○自ら居住するための住宅を必要とする者

建設費等に対する助成建設費等に対する助成

○地域住宅交付金

特定優良賃貸住宅の建設費等を基幹事業費として交付限度額

を算出

○建設費等補助

・民間建設：共同施設整備費等（国１／３、地方１／３）

・公社等建設：全体工事費（国１／６、地方１／６）

・公共団体建設：全体工事費（国１／３）

家賃に対する助成家賃に対する助成

○平成17年度以前 ：収入分位50％以下の世帯を対象に、家賃と

入居者負担基準額の差額を補助（国１／２、地方１／２）

○平成18年度以降 ：収入分位40％以下の子育て世帯等を対象

として、対象世帯数に４万円を乗じた額 （事業費） 等を助成

対象限度に助成

施策対象

特定優良賃貸住宅制度は、中堅ファミリー層向けに居住環境が良好な賃貸住宅の供給を促進するための施策として、平成５
年度に創設。

助成措置

家賃

供給方式

供給主体供給主体

①民間の土地所有者等が、知事等による認定を

受けた供給計画に基づき供給

②地方公共団体が自ら建設及び管理

管理の基準（主なもの）管理の基準（主なもの）

○公募、１週間以上の募集期間、選考の公平

○最低管理期間（１０年）

○家賃、敷金以外の金品受領の制限

戸数、構造等の基準（主なもの）戸数、構造等の基準（主なもの）

○戸数が10戸（一定の条件を満たす場合は５戸）以上

○規模が原則として50㎡以上125㎡以下

○原則として耐火、準耐火

○市場家賃

建設費補助を受けた場合は、建設費、土地取得費等を基準に

算定した限度額家賃以下

-11-



特定優良賃貸住宅②

当面の住宅対策について（住宅宅地審議会建議）（抜粋） 平成４年12月18日

（前略）

現在、市場においては良質な賃貸住宅が十分には供給されず、国民の賃貸住宅に対する需要にこたえられない状況にあ

り、とりわけ、大都市圏の中堅層を中心に居住水準の改善の立ち後れが懸念される。

（中略）

１．中堅層を対象とした良質な賃貸住宅の供給制度の創設

大都市地域を中心とした中堅層の居住水準の改善を進めるため、住宅・都市整備公団住宅等公共賃貸住宅の供給促進

のための諸政策の充実を図るとともに、新たに、民間による良質な賃貸住宅の供給を促進し、これを公共的な目的に沿って

積極的に活用する法制度の創設を図ること。

新たな法制度については、次の点に留意すること。

①良質な民間賃貸住宅の供給促進のための助成の拡充及び公共部門による民間賃貸住宅の積極的活用を基本とすること。

②住宅の質、住環境についての一定の基準を満たす良質な賃貸住宅に対して、家賃、入居者選考等についての公的関与を

行いつつ、公的援助を講ずる制度とすること。

③市場家賃を原則としつつ、供給初期段階について、逓減的な家賃軽減のための助成措置を講ずるものとすること。

④国と地方が適切に費用負担を行いつつ、公的助成を拡充すること。

（後略）

-12-



特定優良賃貸住宅③

従来の家賃対策補助制度（傾斜型）は、入居者負担基準額が毎年度3.5％ずつ上昇する仕組み。この結果、管理開始から年

を経るごとに、家賃対策補助の対象額が減少。

＜傾斜型家賃減額の仕組み＞

1/2

1/2

国 費

入居者負担基準額[傾斜型]
（毎年3.5%上昇）

近傍同種の住宅の家賃（市場家賃）

２０年目１年目

地方費
入居者負担基準額[ﾌﾗｯﾄ型]

（原則上昇なし）

-13-

出典：国土交通省資料
（Ｈ16年度末時点）

注１）家賃対策補助の傾斜型住宅のみを対象としている。
注２）平均補助額は、次式により求めた一戸当たりの額（国費＋地方費）

である。
平均補助額（月額） ＝年度別総補助額／年度別管理戸数／12

＜管理開始からの経過年度と家賃対策補助金額との関係＞
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平均補助額
（万円／戸・月）



17.3% 47.1% 28.8% 2.9%

3.5% 0.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

家賃階級別
構成比

４万円未満 ～８万円未満 ～12万円未満 ～16万円未満 ～20万円未満 20万円以上

11.7% 56.5% 23.9% 4.3%

1.7% 1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

住戸規模別
構成比

25～49㎡ 50～59㎡ 60～69㎡ 70～79㎡ 80～89㎡ 90㎡以上

特定優良賃貸住宅の住戸規模は、60～69㎡が約６割で最も多く、次いで70～79㎡が約２割、全国平均は約67㎡。

全国平均67.3㎡

※参考：民営借家の全国平均

○総数：41.2㎡

○非木造：37.8㎡ H15住調

特定優良賃貸住宅の家賃は、８～12万円未満が約５割で最も多く、次いで12～16万円未満が約３割、全国平均は約10.4万

円／月。

全国平均104,433円／月

※参考：民営借家の全国平均

○総数：57,986円／月

○非木造：66,144円／月 H15住調

特定優良賃貸住宅④

-14 -

出典：国土交通省資料
（平成16年度末時点）

出典：国土交通省資料
（平成16年度末時点）



114,488

96,060

30,989

18,428

11,734

13,683

1,949
15,082

15,907

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

全国 大都市 その他

地方公共団体

公社等

民間

(71.9%)

(9.5%)

(77.7%)

(12.9%)

(52.0%)

(19.5%)

(8.6%)

(5.5%)

(42.5%)

戸

全ストック（159,160戸）の８割弱（123,701戸）が大都市部で供給されている。また、供給主体別にみると、民間事業者による
供給が中心（全体の71.9%）。ただし地方部では、地方公共団体による供給（特定公共賃貸住宅）の割合が約４割と高い。

出典：国土交通省資料
（平成16年度末時点）

注）大都市：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、愛知県、三重県、京都府、大阪府、兵庫県

特定優良賃貸住宅⑤
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数

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

160000

180000

累
積

戸
数

管理開始戸数

累積戸数

（戸／年） （戸）

（年度）

特定優良賃貸住宅⑥

注）戸数は法律に基づく特定優良賃貸住宅、特定公共賃貸住宅のほか、予算制度として実施されている準特定優良賃貸住宅、地域特別賃貸住宅を
含む合計としている。 S62～H4は地域特別賃貸住宅の戸数。

特定優良賃貸住宅は、平成９年度（管理開始戸数ベースで約２万７千戸）をピークに、供給が減少している。

出典：国土交通省資料
（平成16年度末時点）
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特定優良賃貸住宅⑥

○供給主体別のストック数と空家率をみると、ストック数は、民間事業者によるものが最も多く（全体の約７割）、
空家率は、地方公共団体によるものが最も高い（７．７％）。

○管理方式別のストック数と空家率をみると、ストック数は、管理受託によるものが最も多く（約５割）、空家率
は、一括借上げによるものが最も高い（７．０％）。

出典：国土交通省資料
（平成16年度末時点）

供給主体別のストック数と空家率 管理方式別のストック数と空家率

-17-

注）グラフは外円が管理方式、内円が管理方式別の管理主体を示す。

地方住宅供給公社等

13,683戸

8.6%

地方公共団体

30,989戸

19.5%

民間の土地所有者等

114,488戸

 71.9%

空家率
6.5％

民間

40,414戸

 26%

その他

6,183戸

4%
公社等

 31,427戸

20%

民間

5,471戸

3%

その他

8,519戸

5%

公社等

28,575戸

18%

管理受託

 80360戸 

51%

一括借上

40229戸

25%

直接管理

38571戸

24%

7.0%
民間 2.9%
公社等 8.6%
その他 3.6%

一括借上計

（空家率）
5.4％

全体ストック数
159,160戸
全体空家率

6.6％

6.8%
民間 4.6%
公社等 8.9%
その他 9.9%

管理受託計空家率
7.7％

空家率
4.0％



特定優良賃貸住宅⑦

○空家率の高い理由としては、「傾斜型の家賃減額の仕組み」、「商品力の不足」、「周辺に競合する物件（賃
貸）」といった回答が多い。

○空家率の改善に向けた取組みとしては、「ＰＲの充実」、「契約家賃の引下げ」といった回答が多い。

○特定優良賃貸住宅を公営住宅や高齢者向け優良賃貸住宅に変更した事例は、これまで約４４０戸ある。

0 5 10 15 20 25 30 35

その他

家賃値下げが困難

自由な対応が取れない

営業力不足

周辺相場の下落

対象層の減少

公営志向が高い

周辺に競合する物件（分譲）

狭くても安い方が良い

賃貸住宅離れ

手続きが煩雑

資格要件が厳しい

市場家賃と乖離

周辺に競合する物件（賃貸）

商品力不足

傾斜家賃補助

0 10 20 30 40 50

住宅・設備への投資

管理者の変更

地域住宅計画

共益費等の減免

単身入居の許容

法人三者契約

家賃補助に上乗せ

宅建業者の活用

公営からの転居斡旋

用途廃止・用途変更

収入要件の緩和

契約家賃の引下げ

PRの充実

回答数
回答数

33

31

28

15

14

14

13

13

12

11

8

7

6

5

4

９

19

17

14

13

12

11

10

10

8

7

６

41

41

出典：国土交通省資料
（平成18年２月時点）

県、政令市、中核市の複数回答（Ｎ＝60）

空家率の高い理由 空家率の改善に向けた取り組み
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○高齢者（60歳以上）及び配偶者等

○収入要件なし

○自ら居住するための住宅を必要とする者

建設費等に対する助成建設費等に対する助成

○地域住宅交付金

高齢者向け優良賃貸住宅の建設費等を基幹事業費として交付

限度額を算出

○建設費等補助

・民間建設：共同施設整備費等（国１／３、地方１／３）

・公社等建設：全体工事費（国１／６、地方１／６）

・公共団体建設：全体工事費（国１／３）

家賃に対する助成家賃に対する助成

○平成17年度以前：収入分位原則25％以下の世帯（地方公共

団体の裁量により40％まで可）を対象に、家賃と入居者負担

基準額の差額を補助（国１／２、地方１／２ ）

○平成18年度以降：収入分位40％以下の高齢者世帯等を対象

と して、対象世帯数に４万円を乗じた額（事業費）等を助成対

象限度に助成

施策対象

高齢者向け優良賃貸住宅制度は、高齢者の単身・夫婦世帯に対して優良な賃貸住宅の供給を促進するための施策として、平
成13年度に創設。

助成措置

家賃

供給方式

供給主体供給主体

①民間の土地所有者等が、知事等による認定を受けた供給計画

に基づき供給

②地方公共団体が自ら建設及び管理

③都市再生機構が供給

管理の基準（主なもの）管理の基準（主なもの）

○公募、１週間以上の募集期間、選考の公平

○最低管理期間（１０年）

○家賃、敷金以外の金品受領の制限（ただし、終身建物賃貸借

契約の場合は、一時金方式（一括払い方式）の採用可）

戸数、構造等の基準（主なもの）戸数、構造等の基準（主なもの）

○戸数が５戸以上

○規模が25㎡以上（共用の居間等があれば18㎡以上）

○原則として耐火、準耐火

○高齢者の身体機能の低下に対応した設計･設備

○緊急時に対応したサービスを受けられること

○各戸が台所、水洗便所、浴室等を備えたものであること

（共用の部分があれば水洗便所と洗面台だけ各戸にあることで可）

高齢者向け優良賃貸住宅①

○市場家賃

建設費補助を受けた場合は、建設費、土地取得費等を基準に

算定した限度額家賃以下
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浴室：浴槽出入りのための手手
すり設置すり設置

トイレ：立ち座りのための 手手
すり設置すり設置、腰掛け式

緊急通報装置：
浴室、トイレ、居室に設置

台所：操作が容易な形状
ガス漏れ検知器、火災警報機の設置

建具：開閉がしやすいもの
通路・出口：有効幅員の確保通路・出口：有効幅員の確保

床：原則として段差なし床：原則として段差なし
滑り・転倒を防ぐもの

高齢者向け優良賃貸住宅②

間取りのイメージ

-20 -

○面積（２５㎡以上）、設備（台所、水洗便所、収納設備、洗面設備及び浴室）が各戸専用。

○グループホーム、コレクティブハウジングも可能。共同して利用する適切な設備がある場合には緩和
（面積は１８㎡以上で可、各戸に水洗便所と洗面設備だけがあれば可）。
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家 賃

戸当たり面積

施設の種類
団地数

（全339団地）

デイサービスセンター 57

ショートステイ 5

ホームヘルパーステーション 9

老人訪問介護ステーション 7

在宅介護支援センター 6

特別養護老人ホーム 3

老人保健施設 3

ケアハウス 3

病院・診療所 16

保育施設 10

グループホーム 7

併
　
設
　
施
　
設

サービスの整備状況を見ると、認定基準の緊急通報装置によ
る安否確認のほか、食事や家事援助など、日常生活向けの
サービスを準備したものも比較的多く、高齢者の早めの住み
替え、要介護状態での住み続けが可能。

高齢者向け優良賃貸住宅③

高齢者向け優良賃貸住宅の住戸は、30㎡/戸程度の単
身向け、50㎡/戸前後の夫婦世帯向けが多い。また、家
賃は、年金収入による高齢者世帯向けとして、5～9万

円程度で設定されている。

31.9%

41 .0%

27 .1%

18 .0%

39 .5%

5 .0%

100%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

緊急通報装置

食事ｻｰﾋﾞｽ

各種相談ｻｰﾋﾞｽ

家事援助・生活支援

ﾌﾛﾝﾄｻｰﾋﾞｽ

安否確認ｻｰﾋﾞｽ

その他

各種サービスの整備状況

福祉施設等の併設状況
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出典：国土交通省資料

（平成17年4月時点）

出典：国土交通省資料

（平成17年4月時点）

出典：国土交通省資料

（平成17年4月時点）



○高齢者向け優良賃貸住宅の供給実績をみると、これまでは都市再生機構による供給が大半であるが、近年では民間事
業者による供給も増加。

○一方、平成16年度末の管理戸数は18,768戸であり、第八期住宅建設五箇年計画に基づく供給目標（11万戸）と大きく乖離。

各年度の各年度の

管理開始戸数の推移管理開始戸数の推移

管理戸数の推移（累計）管理戸数の推移（累計）

高齢者向け優良賃貸住宅④

出典：国土交通省資料

（平成17年4月時点）

出典：国土交通省資料

（平成17年4月時点）
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972 890 1222
1717

3855
3002 2625

4485

0

4000

8000

～H13 Ｈ14 Ｈ15 Ｈ16

(戸)

地方公共団体認定

都市再生機構

18,76814,42610,2025,457合計

13,96711,3428,3404,485都市機構

4,8013,0841,862972地方公共団体認定

Ｈ16Ｈ15Ｈ14～H13

管理戸数の推移（累計）



高齢者向け優良賃貸住宅⑤

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

1950 1955 1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

高齢者人口（千人）

明治以前生まれ

大正生まれ

昭和ヒトケタ生まれ

昭和10年～終戦生まれ

終戦～1950年生まれ

1951年以降生まれ

推計値実績値

2005年
昭和ヒトケタ～終戦生ま

れが高齢者の中心

２０１５年
第１次ベビーブーム
世代が高齢者に

１９５１年以降
生まれ

193 233 310 460 742 972 1,269
1,669

2,241
1,997

4,560
4,357

3,995

3,440

2,889

2,290

1,742

1,313

948688 5.2%
6.1%

15.5%

11.2%

12.9%

14.7%

16.2%

17.9%

19.7%

20.8% 21.2%
21.8%

22.5%

4.3% 4.6%

8.0%

9.1%

10.4%

12.0%

13.7%

-

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2025年

一人暮らしの者（千人）

3%

6%

9%

12%

15%

18%

21%

24%

高齢者人口に
占める割合

一人暮らし高齢者（男） 一人暮らし高齢者（女）

高齢者人口に占める割合（男） 高齢者人口に占める割合（女）

推計値実績値

住宅のバリアフリー化の状況

高齢者のための設備等

手すり
（２カ所以
上）

段差のない
室内

廊下等で車
椅子で通行
可能な幅

全　体 3.4% 27.9% 16.2% 15.0% 10.6% 72.1%
持　家 4.3% 34.1% 21.1% 17.6% 12.9% 65.9%
借　家 1.5% 14.3% 5.4% 9.3% 5.6% 85.7%

資料：平成１５年住宅需要実態調査（国土交通省）

全て対応
どれか１つ
でも対応

どれも備え
ていない

今後とも高齢化は引き続き進展し、特に高齢者の一人暮らし世帯の急速な増加が見込まれる状況の下、高齢者が安心して
暮らせる賃貸住宅の必要性は引き続き高い。

世代別に見た高齢者人口の推移 高齢者単身世帯の推移

住宅に起因する主な事故死の理由
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資料： ２０００年までは総務省統計局「国勢調査」、
２００５年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年1月）」

住宅に起因する主な事故死の理由

227

114

135

410

188

311

834

2,820

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

建物からの転落

階段又はステップから
の墜落、転倒

スリップ，つまづき等
同一平面上での転倒  

浴室等での事故死

（人）

65歳未満

65歳以上

  3,230

  969

  425

  415

資料：厚生労働省「人口動態統計調査」（Ｈ15）

資料：２０００年までは総務省「国勢調査」
２００５年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来
推計（平成17年8月）」、「日本の将来推計人口（平成14年1月）」



居住水準の向上
人口の大都市
集中等による
住宅不足の解消

住宅不足
の解消

団地規模大
・大量供給

郊外化が進む 都心回帰

住戸規模狭小（低設備水準） 住宅規模改善

■管理開始年代別管理戸数 （平成17年3月末時点）

■管理開始年代別ストックの特徴

101,600円60,800円48,700円42,400円家賃

69.5㎡/戸52.7㎡/戸45.5㎡/戸39.3㎡/戸
住戸規模

立地

234戸/団地502戸/団地875戸/団地424戸/団地
団地規模

S55年度以降S50～54年度S40年代
S30年代

住宅供給
の背景

■ストックの主な活用方策
【 】は平成17年3月末時点の実績

④高齢者向け優良賃貸住宅の供給（高優賃）

昭和40年代～50年代前半の大規模な団地を対象に1階等
の住宅についてバリアフリー化等の改善を空家発生時に実
施し、国の支援を受けた家賃減額措置のある高優賃として
供給。 【約1.4万戸供給】

③リニューアル事業

昭和40年代～50年代前半の団地を対象に、既存建物の設
備水準の向上、ＬＤＫ化等の間取り改善、バリアフリー化
等の改善を空家発生時に実施。

【約5.8万戸実施】

②ストック総合再生事業

昭和40年代～５０年代前半団地の一部について、今後、
リニューアル、建替等を総合的に活用してストックを再生
する事業を実施。 【今後実施】

①建替事業

現在は昭和30年代団地を対象に、建替え戻り住宅を中心
とした建替事業を実施。
建替えにおいては、公営住宅の併設を推進すると共に、

土地を有効高度利用することにより生じる用地を活用して
社会福祉施設の整備や民間による多様な住宅供給を推進。
【約10.8万戸の事業に着手】

ストック全体 766千戸
建替による用途廃止戸数

90千戸

157千戸

81千戸
115千戸

80千戸

0千戸

50千戸

100千戸

150千戸

200千戸

250千戸

300千戸

350千戸

昭和30年代 昭和40年代 昭和50年代 昭和60年～平成6年 平成7～15年

ストック全体 767千戸

323千戸

都市再生機構賃貸住宅①

機構賃貸住宅ストックのうち、３０年代団地については、中期計画期間中（Ｈ１６～Ｈ２０）に概ね建替え事業に着手する予定。
今後は郊外に大規模かつ大量に供給された４０年代以降の団地のストック再生が大きな課題。
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約12万戸

約5万戸

都市再生機構賃貸住宅②

都市機構賃貸住宅ストックの地域別分布をみると、昭和４０年代～５０年代にかけて郊外化が進展。 40～50年代ストックのう
ち30km以遠に立地するものは約17万戸。

四大都市圏別・年代別管理戸数（平成16年度末）

50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000

平成7年度以降
（約12万戸）

昭和60年代
（約8万戸）

昭和50年代
（約16万戸）

昭和40年代
（約32万戸）

昭和30年代
（約9万戸）

管
理
開
始
年
代

管理戸数

京浜葉大都市圏

中京大都市圏

京阪神大都市圏

北九州・福岡大都市圏

四大都市圏外

4.9%

60.6% 28.7%

57.0%

42.7%

59.2%

62.6%

25.5%

7.8%

3.0%

26.3%

35.1%

5.7%

25.7%

5.1%、0.7%

6.0%

6.2%、0.4%

6.7%、0.6%

5.1%

7.2%

8.7%

8.6%

年代別都心からの距離別管理戸数（平成16年度末）

50,000 100,000 150,000 200,000 250,000 300,000 350,000

平成7年度以降
（約12万戸）

昭和60年代
（約8万戸）

昭和50年代
（約16万戸）

昭和40年代
（約32万戸）

昭和30年代
（約9万戸）

管
理
開
始
年
代

管理戸数

10km未満

10～20km

20～30km

30～40km

40～50km

50km以上

12.5%

39.9% 33.2%

17.1%

25.1%

25.7%

28.7%

20.2%

24.8%

23.5%

28.1%

25.2%

18.5%

25.6%

20.6%

25.4%

22.2%

17.5%

19.3%

6.7%、4.0%、3.7%

10.4%

1.6%

7.5%、1.9%

5.1%、2.6%

2.9%、0.3%
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※1 平成12年度末時点の管理緒元に基づいた平均面積
※2 H12.4.1時点の管理緒元に基づいた平均家賃
※3 ストック全体（定期調査）は長子が11歳以下の世帯の割合

［出典]
・ストック全体 ：平成12年公団住宅居住者定期調査
・新規・空家入居：平成15年度公団住宅入居者調査

----------12年8ヶ月居住年数

2．住宅の広さが適当(17%)2．住宅の広さが適当(18%)2．申込んだら当った（13%)

1．家賃が適当(18%)1．通勤に便利(19%）1．家賃が適当(22%）申し込み最大理由
（現住宅選択理由）

16.1%
＜5.1%＞

20.2%
＜4.8%＞

36.6%
＜9.3%＞

高齢者（60歳以上）がいる世帯
＜うち高齢単身者＞

13.7%13.6%( 12.0% )※3子供(長子12歳以下)がいる世帯

51.1%23.6%44.2%Ⅰ分位

20.2%22.2%23.5%Ⅱ分位

10.8%16.9%14.2%Ⅲ分位

9.1%16.4%11.7%Ⅳ分位

8.8%21.0%6.5%Ⅴ分位

収入階層

43.1%52.3%39.5%共稼ぎ世帯率

544万円
＜482万円＞

757万円
＜663万円＞

564万円
＜445万円＞

世帯全体
＜世帯主＞年収（平均）

2.12人2.02人2.41人居住人数（平均）

41.8才42.0才51.8才世帯主年齢（平均）

74千円/月136千円/月(61千円/月)※2家賃(平均)

56.0㎡63.8㎡(51.5㎡)※1専床面積(平均)

27,395件9,251件48,164件有効回収

調査対象

空家入居新規入居ストック全体

世帯収入の推移

0

100

200

300

400

500

600

700

800

S40
調査

S45
調査

S50
調査

S55
調査

S60
調査

H2
調査

H7
調査

H12
調査

（万円）

機構賃貸全体

全国［貯蓄動向調査］

〈参考〉平成１４年度データではⅠ分位（～４５６万円）、Ⅱ分位（４５６～６０７万円）、Ⅲ分位（６０７～７７１万円）、Ⅳ分位（７７１～９９０万円）、Ⅴ分位（９９０万円～）となっている。
総務省による貯蓄動向調査による公表地（全国・二人以上・勤労者世帯）

都市再生機構賃貸住宅③

機構賃貸住宅入居者の世帯主年齢が５０歳を超え、収入階層が第Ⅰ分位の世帯が全体の４割を占めるなど、当初と比べ機構
賃貸住宅の居住者が高齢化、低所得化している。
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郊外に立地する団地 A団地（埼玉県日高市） 都市部周辺に立地する団地 B団地（埼玉県川口市）

都市部周辺に立地する団地 C団地（東京都調布市） 郊外に立地する団地 D団地（千葉県八千代市）

勤務地

東京都
11.6%

その 他埼玉県

神奈川県

千葉県
86.4%

年収

Ⅰ分位,
86.7%

Ⅲ分位

Ⅱ分位,
9.5%

Ⅳ分位
Ⅴ分位

（都市再生機構調べ）

昭和30年代管理開始団地

昭和40年代管理開始団地

昭和50年代前半管理開始団地

（管理開始年度Ｓ52 平均専床44.6㎡ 募集家賃72,300円）

（管理開始年度Ｓ40  平均専床47.2㎡ 募集家賃86,600円） （管理開始年度Ｓ45 平均専床46.1㎡ 募集家賃36,900円 ）

勤務地

千葉県

神奈川県

,

その 他 東京都 ,
14.8%

埼玉県
83.3%

年収

Ⅰ分位,
86.3%

Ⅲ分位

Ⅱ分位,
10.0%

Ⅳ分位
Ⅴ分位

(管理開始年度S47 平均専床45.2㎡ 募集家賃34,800円）

勤務地

千葉県

神奈川県
埼玉県

20.3%

その他

東京都
76.0%

年収

Ⅴ分位
Ⅳ分位

Ⅱ分位,
30.7%

Ⅲ分位

Ⅰ分位,
57.1%

勤務地

千葉県

神奈川県 埼玉県

東京都

96.6%

年収

Ⅰ分位,
57.3%

Ⅲ分位

Ⅱ分位,
23.8%

Ⅳ分位 Ⅴ分位

都市再生機構賃貸住宅④

郊外と都市部周辺の入居者像（H12～H16の入居者）をみると、昭和40年代～50年代前半ストックのうち、郊外に立地する住

宅の近年の入居者像は周辺地域需要、公営階層となっている。
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※グラフにある（　）内の数字は、調査戸数（未記入を除く）を表す

88.9%

83.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H12-H16入居者

管理開始当初

東京都 千葉県 神奈川県 埼玉県 その他

6.5%

47.0%

89.2%

46.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H12-H16入居者

管理開始当初

東京都 千葉県 神奈川県 埼玉県 その他
　Ａ団地

　（埼玉県日高市)

74.3% 22.3%

87.4% 9.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H12-H16入居者

管理開始当初

東京23区 東京都下 千葉県

神奈川県 埼玉県 その他

38.1% 14.3%

83.3%

45.5%

8.0%
6.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H12-H16入居者

管理開始当初

東京23区 東京都下 千葉県

神奈川県 埼玉県 その他

　Ｃ団地
　(東京都調布市)

　Ａ団地
　（埼玉県日高市)

　Ｃ団地
　(東京都調布市)

都市再生機構賃貸住宅⑤

郊外と都市部周辺の入居者属性について、管理開始当初の契約者とH12-H16（最近5ヵ年）の契約者における従前居住地及び
勤務地を比較すると、郊外の入居者属性の変化が顕著である。

【従前居住地】
Ａ団地

（埼玉県日高市）

【従前居住地】
Ｃ団地

（東京都調布市）

【勤務地】
Ａ団地

（埼玉県日高市）

【勤務地】
Ｃ団地

（東京都調布市）
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民間事業者の選定、民間事業者への土地賃貸等民間事業者の選定、民間事業者への土地賃貸等

土地賃貸等により賃貸住宅等を供給する民間事業者を公募土地賃貸等により賃貸住宅等を供給する民間事業者を公募

民間事業者による賃貸住宅等の建設・供給民間事業者による賃貸住宅等の建設・供給

市場補完として
機構が賃貸住宅
を供給

機構による工場跡地等の取得機構による工場跡地等の取得

機構による公共施設及び敷地の整備機構による公共施設及び敷地の整備

事 業 参 画 が な
かった場合

機構による遊休地、
工場跡地の取得等

機構による道路・公
園等の公共施設整
備及び敷地の整備

■ 制度概要

○賃貸住宅用地を民間事業者
に定期借地（50年以上）等

○賃貸住宅の建設基準
・55～91㎡の規模の住宅が過半
・最小住宅規模37㎡
・住宅の性能水準は、国等の性

能水準及び機構賃貸住宅と同
等の性能を確保 など

○民間参画推進のための取組み
民間事業者の参画を円滑に進

めるため、都市再生パートナーシ
ップ協議会／賃貸住宅グループを
活用して、民間事業者の意向を幅
広く把握し、ニーズに合致した事
業計画の策定を行う。

○事業実績（平成17年3月末時点）

・民間参画地区数：23地区
・民間提案戸数 ：約6,600戸

■ 制度概要

○賃貸住宅用地を民間事業者
に定期借地（50年以上）等

○賃貸住宅の建設基準
・55～91㎡の規模の住宅が過半
・最小住宅規模37㎡
・住宅の性能水準は、国等の性

能水準及び機構賃貸住宅と同
等の性能を確保 など

○民間参画推進のための取組み
民間事業者の参画を円滑に進

めるため、都市再生パートナーシ
ップ協議会／賃貸住宅グループを
活用して、民間事業者の意向を幅
広く把握し、ニーズに合致した事
業計画の策定を行う。

○事業実績（平成17年3月末時点）

・民間参画地区数：23地区
・民間提案戸数 ：約6,600戸

民間事業者
に よる賃 貸
住宅供給

都市再生機構賃貸住宅⑥

都心居住の推進、良質な賃貸住宅の供給を促進するため、民間供給支援型賃貸住宅制度（Ｈ１４～）を活用し、機構が整備し
た敷地を定期借地し、民間の事業者がファミリー向けの賃貸住宅を建設・供給。
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築後３０年経過がストッ

ク全体の約２／３

ストックの年代別分布

※住宅金融公庫融資を受けて建設した賃貸住宅の
供給年度別管理戸数

地方住宅供給公社賃貸住宅

公社賃貸住宅（特優賃、高優賃を除く。）の管理戸数は全国で約13万7千戸（平成16年度末時点）。これらのうち、約85％
（約11万7千戸）が大都市部で供給されている。また、築後30年以上経過したストックの割合が約２／３あり、ストック全体の

老朽化が進行している。

ストックの地域別分布

78,449 （57%）

6,259 （5%）

32,202 （23%）

20,283 （15%）

首都圏（埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）

中部圏（岐阜県、静岡県、愛知県、三重県）

近畿圏（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）

その他の地域
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出典： （社）全国住宅供給公社等連合会資料
（平成14年度末時点）

出典： 国土交通省資料
（平成16年度末時点）



改良住宅①

○ 不良住宅が密集する地区の環境整備を目的とした住宅地区改良事業等の実施に伴い、住宅を失う従前
居住者用住宅として整備。

・ 従前居住者を対象としていることから、入居収入基準はない。
・ 家賃は、工事費等を勘案して設定される限度額を超えない範囲で事業主体が設定（多くの事業主体にお
いて、限度額の範囲内で公営住宅に準じた応能応益的家賃を設定。）。

○ 従前居住者が退去して空家になった場合、入居者を公募し公営住宅に準じた管理を行う。

・ 入居収入基準は、月額13万７千円以下（収入分位12.5％以下）。

○ 改良住宅等のストックは、全国で約15万1千戸（平成16年度末管理ベース）。

○ 改良住宅等のストックのうち、昭和49年度以前に建設された住宅は約7万8千戸（全体の約1/2）。
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出典：国土交通省資料
（平成16年度末時点）

改良住宅の特徴

改良住宅のストックの状況
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改良住宅②

○ 従前居住者の退去後は、入居者を公募し事業主体において公営住宅に準じた管理を実施。
○ 東京都の築３０年以上の改良住宅では、従前居住者の退去後に入居した者が過半数を占めている。
○ 従前居住者退去後に入居した者の現在の所得階層をみると、公営住宅階層が94%、公営住宅の収入超

過者に相当する者が6%、うち高額所得者に相当する者が1%存在。
（参考）東京都の公営住宅の収入超過者等入居状況：収入超過者8%、うち高額所得者0.1 %

従前居住者退去後の改良住宅の現況

従前居住者退去後に
入居した者

築４０年以上

築２０年～３０年

従前居住者

築３０年～４０年

57%

32%68%

51%49%

43%

経過年数別の入居者属性（東京都）

出典：東京都改良住宅入居者データ

入居者の所得階層分布（東京都）

改良住宅
（従前居住者退去後）

公営住宅

公営住宅階層 収入超過者

うち高額所得者

94%

92%

6%

1%

8%

0.1%

○ 従前居住者退去後の改良住宅の管理制度において、現行の公営住宅法を準用していない部分があるが、
公営住宅制度との整合性を確保すべきではないか。
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（参考） 住宅地区改良事業

良住宅 不良住宅 地区施設（集会所等）改良住宅

４．実績

1,067地区、約2,500haを整備
（昭和35年度～平成17年度）

２．地区指定の要件

・面積 0.15ha以上
・不良住宅戸数 50戸以上
・不良住宅率 80%以上
・住宅戸数密度 80戸/ha以上

３．補助対象 （補助率）

・不良住宅の買収・除却 (1/2)
・改良住宅整備・用地取得 (2/3)
・公共施設・地区施設整備 (2/3)

１．目的

住宅地区改良法（昭和３５年法律第84号）に基づき、不良住宅が密集する既存の住宅市街地の環境の改善
を図り、健康で文化的な生活を営むに足る住宅を建設し、もって公共の福祉に寄与する。

■住宅地区改良事業実施事例（横浜市）
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改良住宅

公営住宅

高齢者向

け優良賃貸住
宅

特定優良

賃貸住宅

その他の住宅高齢者向け優良賃貸住宅特定優良賃貸住宅公営住宅

みなし特定公共賃貸住宅としての使
用の大臣承認（公住法４５条２項）

高齢者向けの賃貸住宅としての使用の
大臣承認（高齢者法５５条１項）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

特定優良賃貸住宅の供給手法は建設
のみ。

特定優良賃貸住宅の供給手法は建設
のみ。

住宅の確保に特に配慮を要する者に一
定期間賃貸する場合の知事承認

（地域住宅特別措置法１３条）

グループホーム等としての使用の大臣
承認（公住法４５条１項）

用途廃止の大臣承認
（公住法４４条３項）

認定事業者による目的外使用の知事承
認（高齢者法３６条）

転用前
転用後

○住宅の種別の転用（公営住宅、特定優良賃貸住宅、高齢者向け優良賃貸住宅、改良住宅）

用途廃止の大臣承認
（公住法４４条３項）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

用途廃止の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認（適化法２２条）

凡例： ・・恒久的措置 ／ ・・一時的な他用途使用

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

※ みなし特公賃と同様に取り扱う住宅

認定事業者による目的外使用の知
事承認（高齢者法３６条）

認定事業者による目的外使用の知
事承認（高齢者法３６条）

公的賃貸住宅ストックの相互活用に関する現行制度

-34-
※この他、機構賃貸住宅等を公営住宅等として活用可能（大臣承認等の手続きは不要）

従前居住者退居後の空家利用
（改良法２９条）

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

※ みなし特公賃と同様に取り扱う住宅

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

特定優良賃貸住宅の供給手法は建設
のみ。

用途廃止の大臣承認
（改良法２９条（公住法４４条３項））

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）

用途廃止の大臣承認
（改良法２９条（公住法４４条３項））

目的外使用の大臣承認
（適化法２２条）



公的賃貸住宅の活用事例①

駅前における特定優良賃貸住宅と子育て支援施設等との複合的な整備

～市街地市営住宅整備事業（群馬県伊勢崎市）～

ＪＲＪＲ及び東武伊勢崎駅前の及び東武伊勢崎駅前の特定優良賃貸住宅等特定優良賃貸住宅等の建設にあわせて、保育所、ファミの建設にあわせて、保育所、ファミ
リーサポートセンター、高齢者介護相談窓口リーサポートセンター、高齢者介護相談窓口をを一体的に整備一体的に整備

○施設概要
・特定優良賃貸住宅：５戸
・公営住宅：45戸
・併設施設：保育所、ファミリーサポートセンター、高齢者介護相談窓口

○竣工年度 平成17年２月

iタワー花の森住宅

１F：保育所、ファミリー

サポートセンター、
高齢者介護相談窓口等

２F～：公営住宅、特定

優良賃貸住宅

位置図 外観図
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公的賃貸住宅の活用事例②

福岡県行橋市の中心市街地地区にお福岡県行橋市の中心市街地地区において、街いて、街なかなか居住の推進、賑わいの創出、世代間の交居住の推進、賑わいの創出、世代間の交
流促進などを目的に、特定優良賃貸住宅と高齢者向け優良賃貸住宅を一体的に整備流促進などを目的に、特定優良賃貸住宅と高齢者向け優良賃貸住宅を一体的に整備

街なかにおける特定優良賃貸住宅と高齢者向け優良賃貸住宅の複合的な整備

～「まんさくタウン」（福岡県行橋市）～

○施設概要
・特定優良賃貸住宅：20戸
・高齢者向け優良賃貸住宅：18戸
・併設施設（１階部分）：コンビニエンスストア、食堂（配食サービス実施予定）等

○管理開始 平成18年４月

位置図 外観図

「行橋市タウンマネジメント計画策定事業報告書」（行橋市商工会議所）より

特優賃 高優賃

テ
ナ
ン
ト

行橋駅

まんさくタウン
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公的賃貸住宅の活用事例③

仙台市の副都心である長町地区において仙台市の副都心である長町地区において、、民間事業者が複合施設を整備民間事業者が複合施設を整備

街なかにおける高齢者向け優良賃貸住宅と福祉施設の複合的な整備

～「グッドライフ長町」（仙台市太白区）～

住宅　１２Ｆ住宅　１２Ｆ住宅　１２Ｆ

高齢者向け優良賃貸住宅　１１Ｆ高齢者向け優良賃貸住宅　１１Ｆ高齢者向け優良賃貸住宅　１１Ｆ

〃　　　　　　１０Ｆ〃　　　　　　１０Ｆ〃　　　　　　１０Ｆ

〃　　　　　　　９Ｆ〃　　　　　　　９Ｆ〃　　　　　　　９Ｆ

高齢者向け優良賃貸住宅　　８Ｆ高齢者向け優良賃貸住宅　　８Ｆ高齢者向け優良賃貸住宅　　８Ｆ

介護専用型有料老人ホーム　７Ｆ介護専用型有料老人ホーム　７Ｆ介護専用型有料老人ホーム　７Ｆ

〃　　　　　　　６Ｆ〃　　　　　　　６Ｆ〃　　　　　　　６Ｆ

〃　　　　　　　５Ｆ〃　　　　　　　５Ｆ〃　　　　　　　５Ｆ

介護専用型有料老人ホーム　４Ｆ介護専用型有料老人ホーム　４Ｆ介護専用型有料老人ホーム　４Ｆ

デイサービスセンターデイサービスセンターデイサービスセンター 診療所　　　３Ｆ診療所　　　３Ｆ診療所　　　３Ｆ

駐車場駐車場駐車場 駐車場　　　２Ｆ駐車場　　　２Ｆ駐車場　　　２Ｆ

駐車場 　薬局、生活支援施設　１Ｆ

住棟構成

屋上交流スペース

○施設概要
・高齢者向け優良賃貸住宅：27戸
・併設施設：介護専用型有料老人ホーム、デイサービスセンター、診療所、薬局等

○管理開始 平成14年４月

立体断面図 外観図
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公的賃貸住宅の活用事例④

○デイサービスセンター
○ヘルパーステーション
○診療所
○保育所
○ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ
○訪問看護ｽﾃｰｼｮﾝ
○交流スペース ～多世代の交流拠点～
▽延べ面積 3,300㎡

市街地再開発事業における高齢者向け優良賃貸住宅と福祉・民間施設の複合的な整備

～岐阜駅西地区市街地再開発事業（岐阜県岐阜市）～

JRJR岐阜駅前の再開発ビルにおいて、高齢者向け優良賃貸住宅と福祉・医療施設等を岐阜駅前の再開発ビルにおいて、高齢者向け優良賃貸住宅と福祉・医療施設等を

一体的に整備一体的に整備

○施設概要
・高齢者向け優良賃貸住宅：108戸
・分譲住宅：約240戸
・併設施設：デイサービスセンター、ヘルパーステーション、

診療所、保育所、グループホーム、訪問看護ス
テーション、交流スペース（多世代の交流拠点）、
商業等（店舗）

○完成予定 平成19年８月

１・２Ｆ 商業施設（未定）

ＢＦ 駐車場（商業用など）

スカイラウンジ

分譲エントランス ５Ｆ
６Ｆ

14Ｆ
15Ｆ

42Ｆ

民間分譲住宅
（約240戸）

43Ｆ

４F 商業施設

G.L.

立
体
駐
車
場

３Ｆ 福祉・医療等施設

高齢者向け優良賃貸住宅
（１０８戸）

岐阜駅

立体断面図

位置図
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＜民間賃貸住宅市場の現状＞

民間賃貸住宅の整備の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ４０
民間賃貸住宅の経営の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ４３
賃貸住宅を巡る相談・紛争の現状 ・・・・・・・・・・・・ Ｐ４４
入居者限定の現状 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ４５
家賃債務保証サービスの利用の現状 ・・・・・・・・・・・ Ｐ４７

＜民間賃貸住宅に係る制度等の概要＞

高齢者居住法に基づく仕組み ・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ４８
あんしん賃貸支援事業 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ５０
住宅弱者の居住の安定に向けた地域の取組み ・・・・・・・ Ｐ５２
賃貸住宅標準契約書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ５３
原状回復をめぐるトラブルとガイドライン ・・・・・・・・ Ｐ５４
長期修繕マニュアル ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ５５
不動産賃貸業、賃貸不動産管理業等のあり方に関する研究会・ Ｐ５６
賃貸住宅管理の専門家の育成 ・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ５７
サブリース ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ５８
高齢者の住み替え支援制度・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ５９
マンションストックの賃貸化 ・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ６０
不動産の証券化 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ６１
住宅性能表示制度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ６２
重要事項説明（宅地建物取引業法） ・・・・・・・・・・・ Ｐ６３
定期借家制度 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ６４

３．民間賃貸住宅市場の環境整備について
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○民間賃貸住宅は、新設着工戸数が年々増加している一方で、平均床面積は近年減少。

○賃貸住宅全体の空家率は平成１５年において１７．６％（民間賃貸住宅は２２．４％）であり、昭和６３年

以降一貫して増加。

民間賃貸住宅の整備の現状①

新設の民間資金による貸家の着工戸数及び床面積

33.3

29.6
31.9

37.7 37.5
39.7
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45.1

47.3
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（万戸）

43.0

43.5

44.0

44.5

45.0

45.5

46.0

46.5

47.0

47.5

48.0

48.5
（㎡）

着工戸数

戸当たり床面積

賃貸住宅における空家率の推移

13.3 13.4

16.3

17.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

S63 H５ H10 H15

（％）

資料：総務省「住宅・土地統計調査報告」

資料：国土交通省「建築統計年報」
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10%

20%

30%

40%

50%
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70%
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90%
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全住宅 持ち家 民営借家 公営の借家 公団・公社の借家

～29㎡ 30～49㎡ 50～69㎡ 70～99㎡ 100～149㎡ 150㎡～

民間賃貸住宅の整備の現状②

○世帯数に比較し、ストック数は充足。
・世帯数 ：１，２５６万世帯

・ストック数 ：１，５５５万戸

○ストックの規模で見ると、居住水準は低いレベルにとどまっている状況。
・床面積：２９㎡以下の住宅が３２．０％（持家０．４％）
・最低居住水準未満世帯の割合 ： ９．８％（持家 １．１％）
・誘導居住水準以上の世帯の割合 ：３３．２％（持家６５．０％）

世帯数／ストック数 ： ０．８１

住宅別の１住宅あたり延べ床面積の分布状況

資料：総務省「住宅・土地統計調査（平成１５年）」

4.2%
9.8% 9.2% 10.1%

43.5%

33.9%

57.0% 56.0% 53.0%

52.3%

33.2% 36.9%

1.1%

34.8%

65.0%
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70%

80%

90%

100%

全住宅 持ち家 民営借家 公営の借家 公団・公社の借家

最低居住水準未満 最低以上誘導未満 誘導居住水準以上

住宅別の居住水準の達成状況

（平成１５年）

（平成１５年）

（平成１５年）
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○長期にわたって使用できる良質な賃貸住宅、特にファミリー向け賃貸住宅が不足。

ファミリー向け賃貸住宅ストックの不足：１６８万戸（平成１５年）

○借家は、持家と比べて、バリアフリー化が遅れている状況。

＜「手すりの設置」「段差の解消」「広い廊下幅の確保」といった基本的なバリアフリー化がなされたストック＞

借家全体：１．５％ 持家：４．３％

【住宅のバリアフリー化の状況】

15.0％
（持家：17.6％ 借家：9.3％）

段差のない室内

10.6％
（持家：12.9％ 借家：5.6％）

廊下等が車椅子
で通行可能

27.9％
（持家：34.1％ 借家：14.3％）

どれか一つでも対応

3.4％
（持家：4.3％ 借家：1.5％）

３つ全てに対応

72.1％
（持家：65.9％ 借家：85.7％）

いずれも備えていない

16.2％
（持家：21.1％ 借家：5.4％）

手すり（２箇所以
上）

高齢者の
ための設
備等

資料：国土交通省「平成15年住宅需要実態調査」

民間賃貸住宅の整備の現状③

602.6
434.6

653.5
821.5

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1,000.0

1,200.0

1,400.0

世帯人員別世帯数 延床面積別住戸数

   ２名以上世帯

ファミリー向け住宅ストック不足　１６８万戸

 ５０㎡以上住宅ストック

※都市型誘導居住水準 ２人世帯 ５５㎡

資料：総務省「平成１５年住宅・土地統計調査」

（世帯数・戸数）

民営借家に居住する世帯人員別世帯数と 延床面積別

戸数との比較
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法人経営

14%

個人経営

86%

個人経営

法人経営

６０～６９歳, 30.6%

５０～５９歳, 22.5%

７０歳以上, 34.2%

４０～４９歳, 10.6%

２９歳以下, 0.4% ３０～３９歳, 1.7% ２９歳以下

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０歳以上

３９歳以下 ２％
４０～５９歳 ３３%
６０歳以上 ６５％

個人経営者の年齢個人経営者の年齢

民間賃貸住宅の経営形態民間賃貸住宅の経営形態

民間賃貸住宅の経営の現状

2.0

1.8

2.1

2.2

3.4

5.2

8.3

15.6

16.8

26.6

35.5

37.1

45.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

無回答

等価交換により取得した

ため

他の住宅へ転居するため

自宅を賃貸した

生産緑地法の対応として

その他

投資を目的に

多角経営を行うため

主な収入源として

住宅を相続又は譲り受けた

副収入を目的に

（節税対策を含む）

相続対策として行った

将来の生活の安定と老後

の保証のため

資産の有効活用

Ｎ＝871

（％）

賃貸住宅経営に携わった動機賃貸住宅経営に携わった動機

○民間賃貸住宅の経営は、個人経営が８６％を占め、そのうち６５％が６０歳以上の高齢者。

○賃貸住宅経営を専業としている者は約３割にすぎず、経営動機も「資産の有効活用」「将来の生活の安定・老後の保障」

「相続対策」等が多く、「投資目的」は僅か５％程度。

資料： （財）日本賃貸住宅管理協会「賃貸住宅経営の実態把握アンケート（Ｈ１４．６）」
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賃貸住宅を巡る相談・紛争の現状
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1.28

0.45
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0.78

2.70

2.09

1.98

1.43

1.17

1.25

2.91

2.76

0.35

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

Ｈ３ 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

（万件）

資料：「消費生活年報」国民生活センター
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平成１３年度

平成１７年度

○賃貸住宅に関する相談件数は一貫して増加。

○相談内容としては、「原状回復」「入居中の修理」等が多い状況。

資料： （財）日本賃貸住宅管理協会「消費者電話相談事業報告」

国民生活センターに寄せられた賃貸住宅に関する相談件数 賃貸住宅に関する消費者相談内容
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入居者限定の現状①

資料：(財)日本賃貸住宅管理協会調べ

入居者限定を行っている家主の割合

平成１４年度 ： ２５．３％ → 平成１８年度 ： １５．８％ ＜ △９．５％ ＞

○入居者限定を行っている家主は、全体の１５．８％（前回調査より減少）。

○入居者を限定する理由としては、「習慣・言葉の違い」「居室内での死亡事故」「他の入居者との協調性」「家賃の支払い」

等に対する不安が多い状況。

12.0%

10.7%

7.8%

5.3%

4.4%

2.4%

8.5%

11.6%

8.4%

7.1%

3.1%

1.9%

1.1%

0.4%

0% 10% 20%

外国人は不可

単身の高齢者は不可

高齢者のみ世帯は不可

障害者のいる世帯は不可

小さい子どものいる世帯は不可

一人親世帯は不可

その他

Ｈ１４．６現在 Ｈ１８．４現在

46.8

38.6

35.5

29.1

23.2

20.0

8.2

7.7

39.1

39.1

45.3

48.4

18.8

59.4

17.2

1.6

0 10 20 30 40 50 60 70

家賃の支払いに対する不安

住宅の使用方法に対する不安

他の入居者との協調性に対する不安

居室内での死亡事故等に対する不安

入居者以外の者の出入りへの不安

習慣・言葉が異なることへの不安

生活サイクルが異なることへの不安

その他

（％）

Ｈ１４．６現在 Ｈ１８．４現在

入居者限定の理由入居者限定の対象
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・家賃の滞納や契約時における初期費用（一時金等）の支払

いに対する不安

・連帯保証人や緊急連絡人の確保に対する不安

・借主が死亡した場合の、家財道具の処理や、原状回復費用

に係る貸主負担の発生に対する不安

・借主が居室内で死亡した場合の資産価値の下落に対する

不安

③ 外 国 人① 高 齢 者

② 障 害 者

・連帯保証人や緊急連絡人の確保に対する不安

・（特に外国人が少ない地域である場合）貸主の外国人に対す

る不慣れ・偏見や語学力への不安等から契約を敬遠

・敷金、礼金など賃貸住宅に関する日本独自の慣行への理解

不足から、入退去時にトラブルが発生することに対する不安

・日本での生活に不慣れなため、騒音やゴミ処理、共用部分の

使用方法等を巡り、近隣住人との間でトラブルが発生すること

に対する不安

入居者限定の現状②

貸主が入居者を限定する理由は、住宅弱者の特性に応じて様々。

④ 子育て世帯

・騒音により近隣住民との間でトラブルが発生することに対する不安

-46-

・家賃の滞納や契約時における初期費用（一時金等）の支払いに
対する不安

・連帯保証人や緊急連絡人の確保に対する不安

・火災等の発生の確率が高まるのではないかなど、障害者への
偏見・誤解に基づく不安

・障害者の日常的な習慣を巡り、近隣住民との間でトラブルが
発生することに対する不安

・家賃の滞納や契約時における初期費用（一時金等）の支払いに

対する不安

・設備の著しい毀損、損耗により原状回復費用が膨らみ、トラブル

が発生することに対する不安



Ｂと代理店契約を締結している仲介業者又
は管理会社が対象とする物件

Ａと提携している仲介業者又は管理会
社が対象とする物件

対象物件

・契約期間毎に入居者が負担
２年契約・・・月額賃料の30％
３年契約・・・月額賃料の45％
５年契約・・・月額賃料の75％

・入居者は月額賃料の1.8％を
負担

・仲介業者又は管理会社は月
額賃料の1.2％を負担

保証料

月額賃料の保証期間分相当額月額賃料の６ヶ月分相当額保証限度額

３万円～50万円/月３万円～30万円/月
対象家賃

金額

・滞納家賃の保証
・延滞に対する督促
・明渡し履行業務
・残留物撤去・保管・処分 等

・家賃徴収（カード決済）
・滞納家賃の保証
・延滞に対する督促

保証等の
業務内容

連帯保証人として民間保証会社が家賃債
務保証を行う。

クレジットカードによる家賃徴収代行業
務と組み合わせて家賃債務保証を行
う。

特 徴

Ｂ 社Ａ 社

家賃債務保証サービスの利用の現状

家賃保証サービス内容の事例 家賃債務保証会社による家賃債務保証実績

実績の推移

Ｈ14.11 約１６２，０００ 件Ｃ社

Ｈ17. 9 約３３０，０００ 件

Ｈ14.11 約 ４５，０００ 件Ｄ社

Ｈ16. 2 約 ６２，８００ 件

Ｈ14. 3 約 ６２２ 件Ｅ社

Ｈ16. 2 約 ７，０００ 件

（財）日本賃貸住宅管理協会が行った会員企業向けアンケート （Ｈ17.９）によれば、家賃債務保証

サービスの利用率は２７．５％。

-47-



○高齢者円滑入居賃貸住宅制度

【趣旨】

高齢者の民間賃貸住宅への入居が敬遠される傾向にあること等
から、高齢者の入居を拒否しない賃貸住宅の登録・閲覧制度を創設
し、高齢者に必要な賃貸住宅情報の提供体制を整備するとともに、
当該賃貸住宅について、滞納家賃の保証制度を創設することにより
高齢者の円滑な入居を支援

【制度の概要】

◇高齢者の入居を拒否しない賃貸住宅を賃貸人が都道府県知事に
登録

◇都道府県知事は、登録情報を広く提供

◇滞納家賃の債務保証を賃貸人が受けることが可能

※保証内容

・保証の対象：滞納家賃

・保証限度額：家賃の６ヶ月分を限度

・保証期間：２年間（更新可）

・保証料：月額家賃の３５％

○高齢者専用賃貸住宅制度

【趣旨】

高齢者円滑入居賃貸住宅の一類型で、高齢者専用の賃貸住宅につ
いて、高齢者円滑入居賃貸住宅よりもより詳細な情報の登録を行い、
広く情報提供を実施

【登録項目】（下線の項目は高齢者専用賃貸住宅での追加項目）

◇賃貸人の氏名又は名称

◇賃貸住宅の位置・規模

◇バリアフリーの内容

◇高齢者専用賃貸住宅の戸数

◇家賃及び共益費の概算額

◇前払家賃の概算額及び保全措置の有無

◇介護サービスの有無（食事、入浴・排泄等、緊急時対応等安否確認、
その他） 等

【特徴】

◇賃貸借契約であること、契約の対象物及び対象物に対する賃料が明
確であること、賃貸借契約とサービス契約を別々の契約とすることによ
り、高齢者の居住の安定を確保

◇一定の要件（※）に合致するものは、介護保険法上の特定施設入居
者生活介護の対象となることが可能

◇一定の要件（※）に合致するものは、有料老人ホームの対象から除外

※一定の要件

・床面積25㎡/戸以上（共用の浴室、台所等がある場合は18㎡以上）

・前払家賃の保全措置有り 等

【登録実績（平成１８年５月末現在）】

高齢者円滑入居賃貸住宅 82,351戸

高齢者専用賃貸住宅 4,281戸

高齢者居住法に基づく仕組み①
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【概要】 高齢者単身・夫婦世帯等が終身にわたり安心して賃貸住宅に居住できる仕組みとして、借家人が生きている限り存
続し死亡した時に終了する（相続性を排除する）、借家人本人一代限りの借家契約を結ぶことができる制度

【内容】

○ 借家契約は原則として借家人の死亡とともに終了

○ 入居者は高齢者（６０歳以上）で単身又は夫婦などの世帯のみ

○ 知事の認可を受け、書面で契約することが必要

○ 同居配偶者等の居住継続が可能

○ 家賃の全部又は一部の前払いが可能。ただし、前払い金の保全措置が必要

○ 一定の要件を満たしたバリアフリーの住宅 ※一定の要件・・・段差のない床、浴室等の手すり、幅の広い廊下 等

【借家人への配慮】
○ 契約前に、定期借家制度による仮入居が可能

○ 前払家賃の算定基礎を書面で明示

○終身建物賃貸借制度

○高齢者専用賃貸住宅の望ましい賃貸借契約書

【性格】 「高齢者専用賃貸住宅」の賃貸借契約についての望ましい契約書の例について高齢者専用賃貸住宅研究会におい
て作成

【ポイント】
① 加齢対応構造、便所、浴室及び寝室の非常通報装置、共

用部分の設備等の有無について記載
→ 高齢者が生活する上で、望ましい構造や設備の整備状

況等を頭書で明確化

② 賃料の支払い方法について記載
→ 賃料について、月払い・前払い（一部又は全部）等の方法

を頭書で明確化

③ その他一時金の名称・金額等について記載
→ その他一時金について、名称・金額を明らかにすることで、

後々のトラブルを回避

高齢者居住法に基づく仕組み②
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④ 残置物の引き取りについてあらかじめ定める場合、引き
取り方法等を条文に記載
→ 残置物の引き渡し方法を明らかにすることで、部屋の明

け渡しの迅速化

⑤ 機関保証による債務保証を利用する場合、その旨条文に
記載
→ 連帯保証人以外の機関保証の利用について条文で明

確化

⑥ 賃貸借契約には、介護保険サービス等のサービス契約は
含まれないことを条文に記載
→ 賃貸借契約とサービス契約を分離することで、それぞれ

の契約内容が明確化



あんしん賃貸支援事業 ①

＜あんしん賃貸支援事業の概要＞

あんしん賃貸住宅の登録

入居後の

相談・支援

賃 貸 人入居希望者 地方公共団体

Ｎ Ｐ Ｏ ・

社会福祉法人等

情報データベース

ネットワーク

情報提供

連 携

入居後の

居住支援

仲介業者

の協力

平成18年度に「あんしん賃貸支援事業」を創設し、住宅弱者（高齢者、障害者、外国人、子育て世帯等）

が入居可能な民間賃貸住宅を登録し、情報の提供や居住支援等を行うことにより、居住の安定を確保。
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あんしん賃貸支援事業 ②

地方公共団体、ＮＰＯ・社会福祉法人、仲介事業者等

が連携し、住宅弱者が入居可能な民間賃貸住宅等の

登録や居住に関する各種サポートを行うことにより、こ

れらの者の入居の円滑化と安心できる賃貸借関係の

構築を支援することを目的とするもの

事業の趣旨 事業の進め方

事業の骨格

① 登録機関（（財）高齢者住宅財団）において、仲介

事業者等と連携し、住宅弱者が入居可能な民間
賃貸住宅等を登録する仕組みを新たに整備

② 住宅弱者の入居の円滑化と安心できる賃貸借関

係の構築を実現するため、ＮＰＯ・社会福祉法人
等と連携 し、各種居住支援サービス（契約時の

立会い、トラブルや退去時の調整、安否確認等）
を実施

① 平成18年度事業実施予定団体（６月８日現在）

東京都、大阪府、宮城県、福岡県、川崎市、渋

谷区、板橋区

② 今年度の実施状況を踏まえ、事業内容の改善

を図りながら、来年度以降、毎年度事業対象箇

所を拡げていく予定

あんしん賃貸支援事業推進協議会の設置

実効性の高い制度の設計・運用を図るため、関係省

庁、地方公共団体、社会福祉法人、関係団体、有識

者を構成員とする協議会を設置（平成18年４月）
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住宅弱者の居住の安定に向けた地域の取組み

大都市地域を中心に、高齢者・障害者等の居住の安定を確保するため、民間賃貸住宅を活用した様々な居住支援等の取組

みが行われているところ。

対象 制度の概要

東京都 高齢者 ・見守りサービス

１）緊急時対応サービス

２）２４時間電話相談

・葬儀の実施

・残存家財の片付け 等

ホームレス ・借り上げ住宅を２年間（更新あり）低家賃(3,000円)

で貸付け。

福岡県 高齢者 ・高齢者の住替え、子育て世帯への住宅の供給を支援

子育て世帯 （事業に協力する事業者を登録。高齢者の不動産売却

・賃貸等の際に、登録事業者を紹介）

渋谷区 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃債務保証の仕組みを整備)等

板橋区 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃債務保証の仕組みを整備）

多子世帯 等

横浜市 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

（ ）外国人 民間保証会社による家賃債務等保証の仕組みを整備

特定疾患患者 ・居住支援

ひとり親世帯 （独居老人への緊急通報装置付き電話設置、外国人

DV被害者 への通訳等、入居者に応じた居住支援を実施）等

生活保護受給

者

児童福祉施設

退所者 等

川崎市 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

外国人 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備）

・居住支援

(入居者の死亡、近隣とのトラブル等が発生した場合

の対応、外国人への通訳派遣等) 等

対象 制度の概要

目黒区 高齢者 ・家賃債務等保証

障害者 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備）

ひとり親世帯 ・区による入居時の保証人引き受け

・家賃助成（上限２万円を５年間）等

大田区 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備)等

生活保護受給

者

外国人

豊島区 高齢者 ・家賃債務等保証

障害者 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備)

ひとり親世帯 ・立ち退き、建て替えなどによる区内での住み替えの

際、差額を助成（上限1.5万円を３年間） 等

北区 高齢者 ・協力不動産店の登録

障害者 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備)等

野田市 高齢者世帯 ・協力不動産店の登録

障害者世帯 ・家賃債務等保証

ひとり親世帯 （民間保証会社による家賃滞納保証の仕組みを整備)

DV被害者 ・居住者支援(日常生活用具の給付、配食サービス) 等

ひとり親世帯 ・入居時の１ヶ月分家賃助成（上限額65,000円） 等

DV被害者

-52-



賃貸住宅標準契約書

賃貸住宅標準契約書は、賃貸借契約をめぐる紛争の防止、借主の居住の安定等を図るため、住宅宅地審議会の答

申（平成５年１月）を受けて、賃貸借契約書の雛形として作成されたもの。

１ 頭書において物件の状況、契約期間、賃料等を一覧できるようにした（頭書）。

２ 賃料の改定事由を具体的に明らかにし、賃料の改定は当事者間の協議によることとした。（第４条）

３ 共益費、敷金の性質を明らかにし、敷金については退去時の取扱いを明らかにした。（第５条、第６条）

４ 貸主が禁止・制限される行為の範囲を具体的に明らかにした。（第７条）

５ 貸主には賃貸住宅の使用のために必要な修繕をなす義務があることを明らかにする一方、借主の修繕義務は、

借主の故意・過失の場合にのみ生じること、明け渡し時の原状回復義務は、通常の使用に伴う損耗については

生じないことを規定した。（第８条、第１１条）

６ 貸主からの契約解除事由を具体的に明らかにし、解除手続きを定めた。（第９条）

７ 貸主は、原則として、借主の承諾を得なければ賃借物件に立ち入れないことを明確に規定した。（第１２条）

賃貸住宅標準契約書の性格賃貸住宅標準契約書の性格

賃貸住宅標準契約書のポイント賃貸住宅標準契約書のポイント
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見直しに向けた論点（例）見直しに向けた論点（例）

・更新料等の一時金に関する法的性格の明確化。

・民間の家賃債務保証サービスの普及に伴う連帯保証人の取扱いの再検討。 等



原状回復をめぐるトラブルとガイドライン

原状回復をめぐるトラブルとガイドラインの概要

当ガイドラインは、賃貸住宅の退去時における原状回復を
めぐるトラブルの未然防止を図るため、原状回復の費用負担
の考え方等の一般的な基準として、平成１０年３月に取りまと
め、公表したもの（平成１６年２月に、裁判事例の追加などの
改訂を実施。）。

原状回復にかかるトラブルの未然防止

入居時の物件の確認等のあり方、契約締結時の契約条件
の開示（退去時の問題ではなく、入居時の問題として捉える）

原状回復義務の考え方

原状回復とは、賃借人の居住、使用により発生した建物価
値の減少のうち、賃借人の故意・過失、善管注意義務違反、
その他通常の使用を超えるような使用による損耗・毀損を復
旧すること

トラブルの迅速な解決にかかる制度

・少額訴訟手続き

・裁判外紛争処理制度（調停・仲裁）

原状回復にかかる判例の動向

過去の簡易裁判所における訴訟手続きの判例を掲載

Ａ ： 賃借人が通常の住まい方、使い方をしていても、発生すると考えられ

るもの

Ｂ ： 賃借人の住まい方、使い方次第で発生したり、しなかったりすると考

えられるもの（明らかに通常の使用等による結果とは言えないもの）

Ｇ ： 退去時に古くなった設備等を最新のものに取り替える等の建物の価

値を増大させるような修繕等

損耗・毀損事例の区分

100(%)

新築

賃貸住宅の価値（建物価値）

入居
時間

グレードアップ

経年変化

通常損耗

善管注意義務違反

故意・過失

その他

Ｂ

Ｇ

Ａ

退去

＜参考図＞
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賃貸人負担部分

賃料に含まれる部分

賃借人負担部分



長期修繕マニュアル

賃貸住宅は竣工後、経年とともに劣化していき、時代の流れの中で要求される機能や性能も変化。

このため、オーナーが長期にわたりスムーズな賃貸住宅経営を行っていくためには、物件の修繕維持を実施していくことが重要。

オーナーが修繕のための資金を準備し、管理会社とスムーズに協議をして修繕工事を実施していくためには、管理開始の当初
から目安としての「長期修繕計画案」を作成しておくことが必要。

当該長期修繕計画案作成マニュアルは、管理会社がオーナーに提出する「長期修繕計画案」を作成する際の事務マニュアルと
してとりまとめられたもの。

＜長期修繕計画案作成マニュアルのポイント＞

●点検及び修繕の実施の明確化

●オーナーと管理会社の役割の明確化

●長期修繕・日常リフォーム・日常管理の各費用区分の明確化

●修繕積立金の目安と資金調達の方法

●部位の修繕周期の目安

長期修繕計画案作成マニュアル

（財）日本賃貸住宅管理協会において「長期修繕計画案作成マニュアル」（平成１６年１１月）を作成し、その普及を通じて、

賃貸住宅経営に関する管理の充実を促進。

賃貸住宅版

20.6 76.0 3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｎ＝871

作成している        作成していない      無回答          

41.6 55.8 2.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ｎ＝871

作成している        作成していない      無回答

資料：(財)日本賃貸住宅管理協会調べ(H14.6)

長期修繕計画の有無 長期収支計画の作成の有無
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不動産賃貸業、賃貸不動産管理業等のあり方に関する研究会

（１）業務の適正化

①管理委託契約の内容の明確化

・「管理委託標準契約書」の普及等の実施

②賃料、預かり金等の適切な保管

・預かり金を保全するための保証制度の検討等

③退居に伴う費用負担に係る紛争の未然防止

・関係団体における「賃貸住宅標準契約書」及び「原状回復ガイドライン」に沿った取組みの促進 等

（２）紛争防止のための対策の充実

①管理委託標準契約書の周知・活用及び内容の見直し

・管理委託標準契約書の内容の見直し等

②宅地建物取引業者による重要事項説明の内容の見直し

・原状回復義務の具体的な内容等が賃借人に予め明確に伝わるよう、重要事項説明事項の改正の検討等

（３）制度的枠組みの構築

・賃貸管理業に対する法的規制の要否の検討、関係団体の協力の下で任意の登録制度の導入の検討

（４）専門的な知識・経験を有する従事者の育成及び適切な配置（次頁参照）

・民間資格制度の活用、現場への資格者の適切な配置等の実施 等

ストック重視への転換が進む中で、専門家による質の高い管理に対するニーズの増大や、安心して賃貸借のできる透明な賃
貸市場を求める声の高まり等を踏まえ、平成１７年６月に「不動産賃貸業、賃貸不動産管理業等のあり方に関する研究会」が
設置され、平成１８年５月に報告書がとりまとめられたところ。
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・賃貸業については、宅建業法の重要事項説明に沿った説明の励行、原状回復ガイドラインに沿った取組みの促進 等

・サブリース業については、サブリース原賃貸標準契約書の普及等の実施

１．賃貸住宅における賃貸管理業に係る課題と対応策

２．賃貸業及びサブリース業に係る課題と対応策



賃貸住宅管理の専門家の育成

○賃貸住宅管理業のレベルアップ等を目的として、関係する３つの団体が資格認定制度を創設し、試験や講習を実施。

○これらの資格制度の活用や各団体の連携等を通じ、賃貸住宅管理の専門家の育成及び適正な配置を行う必要がある旨の

報告書がとりまとめられたところ。（ 「不動産賃貸業、賃貸不動産管理業等のあり方に関する研究会」。）

賃貸不動産管理士制度＜（社）全国宅地建物取引業協会＞

不動産賃貸管理士制度＜（社）全日本不動産協会＞

良質な賃貸住宅の供給促進や既存ストックの活用、紛争の未然防止を図るため、賃貸人や入居者への情報提供や助言、契約や管理業
務の内容についての十分な説明等を行える人材を育成することを目的とした資格認定制度（Ｈ１３年度～）

賃貸住宅管理士制度＜（財）日本賃貸住宅管理協会＞

賃貸管理業務の適正化・健全化に寄与するため、賃貸人や入居者からの相談に対し、的確なアドバイスを行える「賃貸不動産管理業務
のプロフェッショナル」を育成することを目的とした資格認定制度（Ｈ１５年度～）

不動産賃貸管理の社会的重要性を認識し、高い倫理のもと、賃貸人より委託された資産の運営・管理の適正化・高度化を図り資産価値
を高めるとともに、入居者に快適な住環境を提供する知識・技術・能力を習得し、不動産賃貸市場の整備、活性化を通じて社会に貢献する
人材を育成することを目的とした資格認定制度（Ｈ１８年度～）

【不動産賃貸業、賃貸不動産管理業等のあり方に関する研究会（Ｈ17.6設置）報告書抜粋】

１．賃貸住宅における賃貸管理業に係る課題と対応策

（４）専門的な知識・経験を有する従事者の育成及び適正な配置

・すでに賃貸管理に関する資格制度を構築している関係団体は、ホームページ等による資格制度の周知、現場への資格者の適切な

配置、資格者等による従事者の資質の向上を図るための教育・研修体制の構築等を促進

・団体間で資格制度の連携・統一が図られていない点については、将来的には、資格の統一化を検討することが必要

・ 当面は、各団体の連携による講習カリキュラムの共通化、所属団体の枠を超えて受験を認める等の弾力化を実施
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サブリース

サブリース事業（管理会社が賃貸住宅を家主から借り上げ入居者に転貸）については、平成15年度に国及び（財）日本賃貸住宅管理協
会が、家賃支払債務の保証のための保証基金を創設。また、平成17年度には、同協会がサブリース原賃貸借標準契約書（案）を作成。

＜サブリースへの期待＞

＜サブリースの課題＞

＜原賃貸借標準契約書案のポイント＞

○家主とサブリース会社との契約が終了した場合、家主が、サブリース会社の転貸人としての地位を承継する旨の条文を例示。

○サブリース会社であっても、借地借家法の規定に基づき、家主に対して賃料の減額請求ができる旨を明確化。

管理会社

オーナー

(

財)

日
本
貸
住
宅
管
理
協
会

①預かり金保証契約締結

②保証料等の支払い

③加入者証の発行

④倒産発生時の保証弁済請求

⑤保証弁済

管理代行会社紹介

●管理委託契約

●サブリース原契約

＜制度フロー図＞

20

139

45

196

0

50

100

150

200

250

平成12年3月 １6年12月

委託管理戸数

サブリース戸数

＜管理戸数およびサブリース戸数＞

（財）日本賃貸住宅管理協会調べ

(万戸)

管理会社（サブリース会社）の倒産等の非常時においても、家主に対して、管理会社が引き渡せなかった預かり金（家賃）の保証弁済や一時的な管理代行会社
の紹介を行うこと等により、入居者の居住の安定が図られるよう、平成１５年度に、サブリース事業に伴う預かり金（家賃）の保証弁済制度を創設。
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原賃貸借標準契約書案の概要

預かり金保証制度の概要

入居者

（転借人）

○民間賃貸住宅経営の安定化

○より質の高い住環境の提供
所有と経営の分離

○家主とサブリース会社の契約が終了した場合の入居者の

○賃料改定を巡る家主とサブリース会社との紛争の未然防止

統一的な原契約書のひな型※の作成

※平成１６年に（財）日本賃貸住宅管理協会に設置された「サブリース契約の適正化方策
検討委員会」の報告書を受けて作成されたひな形。今後周知を図っていく予定。

居住の安定確保



＜高齢者の住み替え支援制度の概要＞

高齢者の所有する住宅で耐震性等の一定の基準に適合する住宅を、賃料を保証しつつ、長期的に継続して借上げ、子育
て世帯等へ賃貸。

異常な空家率が発生した場合に、借上げ主体が高齢者世帯に保証している家賃のうち通常の保証により担保されるものを
超える部分を基金が保証。

○６５歳以上の単身及び夫婦の持家世帯の約５４％が１００㎡以上の広い住宅に居住。
○一方で、４人以上世帯の約２９％が１００㎡未満の住宅に住むなど住宅ストックとニーズのミスマッチが存在。
○子育て世帯に、高齢者の所有する広い住宅を賃貸住宅として供給。高齢者世帯はよりライフステージ

にあった住宅に住替え。

高齢者の住み替え支援制度
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＜高齢者の住み替え支援制度＞＜高齢者の住み替え支援制度＞

借上げ主体
（中間法人等）

基金

（５億円）
※※

子育て世帯等へ

高齢期に適した
住宅への住み替え

定期借家契約の活用等により、借上げ主体
は、
高齢者の死亡時まで継続して契約

※

※※

国

保証
異常リスク発生時
に対する保証

賃料

賃貸

賃料

基金の規模は実績に応じ見直し。
高齢者の家賃債務保証基金およびバリアフ
リーリフォーム等のための特別な融資に係る
債務保証のための基金と兼用

借り上げ
※

高齢者世帯



賃貸化されたマンションストック数の推移

28.5

39.3

59.0

44.2

11.6
16.5%

13.2%

14.9%

12.0%
12.3%

0

10

20

30

40

50

60

70

Ｓ５５年度 Ｓ６２年度 Ｈ５年度 Ｈ１１年度 Ｈ１５年度

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

賃貸化されたマンショ ンストック数

マンショ ンストックに占める賃貸化されたマンショ ンの比率

２．民間賃貸住宅の現状と最近の動向について③

民間賃貸住宅と比較して一般的に居住水準が高いマンションストックの賃貸化は、民間賃貸住宅の居住

水準の向上に寄与するものと期待。

注２）賃貸化されたマンションストック数の推移は、国土交通省「建築着工統計」、「マンション総合調査」等を基に推計

注１）戸建て住宅の賃貸化は含まれていない

注３）マンションストックに占める賃貸化されたマンションの比率は、国土交通省「マンション総合調査」による

（万戸）

マンションストックの賃貸化
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・投資家から資金を集め、様々な不動産に投資し、運用することを

目的として設立された法人

・運用不動産の入れ替えは柔軟に実施

・平成１７年３月末現在、１６社が設立（うち７社が住宅に投資）

〔根拠法：投資信託及び投資法人に関する法律 〕

＊Ｊリート（不動産投資法人）

Ａ社（住宅専門のＪリート）の取得賃貸住宅の種類別比率

27.7%

6.8%

28.3%

37.1%

シングル コンパクト ファミリー ラージ

賃貸住宅

投資家

管理会社

委託

証券化

プロパティマネジメント、アセットマネジメント

ＳＰＣ
事業者 Ｊリート等

不動産の証券化

Ｊリート市場の推移

6074

9124

15891

23628

0.7%
1.4%

5.0%

11.6%

0

5000

10000

15000

20000

25000

Ｈ１４年３月末 Ｈ１５年３月末 Ｈ１６年３月末 Ｈ１７年３月末

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

Ｊリートの物件取得資産額　　　　　　　　　うち住宅の取得資産額

Ｊリートの取得物件のうち住宅の占める割合

（億円）

４１ １３０
２７４１

７９４

◇不動産証券化スキーム
・特定の不動産を証券化し、運用することを目的として設立された

会社

・資産の入れ替えは不可能

〔根拠法：資産の流動化に関する法律、商法、有限会社法 〕

＊ＳＰＣ（特定目的会社）

民間賃貸住宅の新たな供給・管理手法として、最近では不動産証券化スキームの活用が進んでいる状況。

＜Ｊリートの物件取得資産額のうち、住宅の取得資産額の占める割合＞

１．４％（Ｈ１４）→５．６％（Ｈ１５）→１１．６％（Ｈ１６）

・シングル：単身者向け

・コンパクト：子供のいない共

働き夫婦、子供が独立した

高齢者夫婦向け

・ファミリー：家族向け

・ラージ：富裕層向け

-61-資料：国土交通省調べ



住宅性能表示制度

１ 制度の概要

○ 消費者による性能の相互比較を可能にするための、住宅の性能表示のための共通ルール。

○ 住宅の性能評価を客観的に行う評価機関が実施。

○ 性能評価された住宅に係る裁判外の紛争処理体制を整備し、紛争処理を円滑化・迅速化。

◇表示事項

① 構造の安定に関すること

② 火災時の安全に関すること

③ 劣化の軽減に関すること

④ 維持管理への配慮に関すること

⑤ 温熱環境に関すること

⑥ 空気環境に関すること

⑦ 光・視環境に関すること

⑧ 音環境に関すること

⑨ 高齢者等への配慮に関すること

⑩ 防犯に関すること

（2） 既存住宅

H16年度交付実績：222戸 制度開始後累計（H14.12～H17.3）：446戸

制度開始後累計（H12.10～H17.3）H16年度（対H15年度比）

256,774戸110,092戸（1.32倍）建設住宅性能評価

467,015戸163,238戸（1.19倍）＊設計住宅性能評価

２ 制度の実績

（1） 新築住宅

＊H16年度新設住宅着工戸数の13.7%
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重要事項説明（宅地建物取引業法）

１．趣旨
宅地建物の取引は、権利関係、取引条件、法令上の制限等が複雑であり、これらを十分に理解して契約しないと、契約

当事者は思わぬ損害を被る可能性があることから、宅地建物取引業者が、建物を賃借する者等に対して所定の重要事

項を説明するもの（宅地建物取引業法第３５条）

２．説明の相手方

○ 業者が直接行う売買の場合・・・・・・・・・・・・・買主

○ 業者が代理人として売買又は賃貸を行う場合・・・・・買主又は賃借人

○ 業者が売買又は賃貸の媒介を行う場合・・・・・・・・買主又は賃借人

３．説明の時期

○ 売買、交換又は賃貸の契約が成立するまでの間

【取引条件に関する事項】

① 借賃以外に授受される金銭の額及び授受の目的

② 契約の解除に関する事項

③ 損害賠償額の予定又は違約金に関する事項

④ 手付金等を受領しようとする場合にあっては、その保全措置の概要

⑤ 支払金又は預り金を受領しようとする場合にあっては、保全措置の有無及び概要 等

４．説明すべき事項

【対象物件に関する事項】

① 登記された権利の種類及び内容

② 法令に基づく制限で契約の種類の別に政令で定めるものの概要

③ 飲用水、電気及びガスの供給施設及び排水施設の整備の概要

④ 建物の瑕疵担保責任の履行に関する保証保険契約の締結の有無

（※建築物の安全性の確保を図るための建築基準法等の一部を改正する法律における宅地建物取引業法の改正により追加） 等
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定期借家制度

定期借家制度は、平成１１年１２月の「良質な賃貸住宅
の供給の促進に関する特別措置法」の制定を受け、平
成１２年３月に借地借家法の一部改正が行われて創設さ
れた制度。

従前の普通借家契約では、正当な事由がない限り貸
主からの解約・更新の拒絶ができないこととなっていた
が、定期借家制度の創設により、契約期間を定め期間
の満了により確定的に賃貸借契約を終了できる（双方が
合意すれば再契約は可能。）ようになったところ。

平成１８年３月、定期借家推進協議会においてマニュアルを作成。居住用建物について定期借家契約を結ぼうとする事業
者のために、締結の際に注意すべき事項・ポイント等を解説。

（※）「定期借家契約締結するまでの業務の流れ」「活用事例編」「Ｑ＆Ａ編」

制度の概要

活用促進に向けた関係団体の取組み

定期賃貸標準契約書の概要

活 用 実 績

○新規契約に占める定期借家の割合は増加

２．８％（Ｈ１３．８）→４．７％（Ｈ１５．９）

○契約締結実績のない業者のうち今後活用したい

業者は約７割

貸主・借主間の紛争を未然に防止し、健全で合理的な賃
貸借契約を確立することにより、借家人の居住の安定と
賃貸住宅の経営の安定を図るため、内容が明確、十分か
つ合理的な賃貸借契約書の雛形として、平成１２年２月、
「定期賃貸標準契約書」を作成。

着実に増加傾向にある

＜標準契約書のポイント＞

・「期間満了により終了し、更新しない」旨を明記

・再契約できることを明記

・賃料改定について、公租公課の増減等に応じた協議に

よる改定を規定

・賃借人からの中途解約権を規定

・礼金等の一時金は契約書上規定

・連帯保証人の債務の範囲明確化等を規定

・その他、定期賃貸住宅契約についての事前説明書等の

雛形を作成
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